
年 自然公園／長距離自然歩道 鳥獣／野生生物 自然環境／生物多様性
その他（国民公園、温泉、動

物愛護管理など）
関連制度

（森林、都市、記念物など）
社会的背景

（自然保護問題を含む）

1972(S47)

・沖縄返還に伴う西表国立公園、沖縄
海岸、沖縄戦跡国定公園指定
・小笠原、足摺宇和海国立公園指定
・北九州国定公園指定
・国立・国定公園内の民有地買上げ
制度発足
・国立・国定公園内の地熱発電に関
する了解事項（環境庁・通産省通知
／当面の実施箇所を大沼など6地点
に限定）
・第２回世界国立公園会議

・特殊鳥類の譲渡等の規制
に関する法律制定
・日米渡り鳥等保護条約署
名

・自然環境保全法制定
・日米天然資源開発利用会
議（UJNR）国立公園部会が
保全・レクリエーション・公園
専門部会に改称

・皇居周辺北の丸地区の整
備について（閣議了解）（旧
近衛師団司令部の建築物
を重要文化財に指定し存
置）

・「各種公共事業に係る環境
保全対策について」（閣議
了解）

・沖縄返還
・日本列島改造論
・国連人間環境会議（ストッ
クホルム）
・世界遺産条約採択
・ローマクラブ「成長の限界」

1973(S48)

・自然公園法施行令改正（普通地域
内規制強化、公園事業からゴルフ場
削除）
・自然環境保全審議会自然公園部会
長談話（大雪山縦貫道路計画中止）
・男鹿、越後三山只見国定公園指定

・日ソ（露）渡り鳥等保護条
約署名

・自然環境保全基本方針閣
議決定
・第1回自然環境保全基礎
調査

・動物保護管理法制定

・瀬戸内海環境保全臨時措
置法制定
・都市緑地保全法制定

・第一次石油危機（オイル
ショック）
・南アルプススーパー林道
工事凍結
・ワシントン条約採択

1974(S49)

・利尻礼文サロベツ国立公園指定
・自然公園法施行規則改正（特別地
域の地種区分）
・国立公園内における各種行為に関
する審査指針
・国立公園内における自動車利用適
正化要綱（マイカー規制）
・国立公園清掃活動費補助制度創設
・日豊海岸国定公園指定

・日豪渡り鳥等保護協定署
名

・国土利用計画法制定
・自然保護憲章制定

・国土庁設置
・国立公害研究所設立

1975(S50)

・上高地マイカー規制開始
・九州自然歩道整備開始
・保護管理課設置、休養施設課を施
設整備課へ改組
・津軽国定公園指定

・屋久島、南硫黄島原生自
然環境保全地域指定
・早池峰、稲尾岳自然環境
保全地域指定

・文化財保護法改正（伝統
的建造物群保存地区制度） ・本州四国連絡橋（児島坂

出ルート）につき1975～
1978年にかけて環境庁同意

1976(S51)
・自然環境保全審議会「自然保護の
ための費用負担問題検討中間報告」
公表

・大井川源流部原生自然環
境保全地域指定

・第一次国土利用計画（全
国計画）
・環境保全長期計画

・川崎市が全国初の環境影
響評価条例制定

1977(S52) ・中国自然歩道整備開始

・十勝川源流部原生自然環
境保全地域指定
・大平山、利根川源流部の
自然環境保全地域指定

・第三次全国総合開発計画
閣議決定
・八丁原地熱発電所営業開
始
・知床100平方メートル運動

1978(S53)
・鳥獣保護法改正（狩猟者
登録制度の創設等）

・第２回自然環境保全基礎
調査

・瀬戸内海環境保全特別措
置法制定（恒久法）

・南アルプススーパー林道
北沢峠部分に環境庁同意
・日本野生生物研究セン
ター設立
・環境庁がIUCN政府機関
会員に

1979(S54)

・国立・国定公園内の地熱開発に関
する意見書（自然環境保全審議会）
・公園計画作成要領
・現地管理体制整備（ブロック制導入）
・富士山クリーン作戦

・カモシカ三庁合意（保護地
域の設定等）

・自然海浜保全地区制度発
足（瀬戸内法）

・自然公園美化管理財団設
立
・第二次石油危機（オイル
ショック）
・マングースが奄美大島に
導入される

1980(S55)

・国立公園内における鉱業権の設定
協議の取扱い（特保等では不同意の
方針）
・ふるさと自然公園国民休養地制度
発足
・国立公園管理計画作成開始

・ラムサール条約締結、釧路
湿原を第１号登録湿地に
・ワシントン条約締結
・国際水禽湿地調査局
（IWRB）に加盟

・遠音別岳原生自然環境保
全地域指定
・白髪岳自然環境保全地域
指定

・「本州四国連絡橋自然環
境保全基金」設立

・IUCN日本委員会設立
・日本の自動車生産台数世
界一位
・世界保全戦略（WCS）

1981(S56)
・国立公園法制定50周年
・四国自然歩道整備開始
・日高山脈襟裳国定公園指定

・野生トキ5羽の捕獲
・日中渡り鳥等保護協定署
名

・企画調整課に自然環境調
査室設置
・和賀岳、大佐飛山自然環
境保全地域指定

・「小動物と共生する都市環
境を（ビートルズプラン）」発
表

1982(S57)

・首都圏自然歩道整備開始
・早池峰、九州中央山地国定公園指
定
・「自然歩道歩こう大会」始まる
・第3回世界国立公園会議（バリ宣言
ほか採択）

・笹ヶ峰自然環境保全地域
指定
・南硫黄島原生自然環境保
全地域調査

・国連海洋法条約採択

1983(S58)

・第３回自然環境保全基礎
調査
・崎山湾・網取湾自然環境
保全地域指定
・日米天然資源開発利用会
議（UJNR）第13回保全・レク
リエーション・公園専門部会
（東京）

・青秋林道反対運動
・前田一歩園財団設立

1984(S59)
・国立・国定公園内のヘリコプターの
乗入れ規制

・日中渡り鳥保護協定会議
（中国産トキ貸与合意）

・自然観察の森整備事業開
始

・湖沼水質保全特措法制定
・「環境影響評価の実施に
ついて」（閣議決定）
・森林法改正（森林整備計
画制度の創設）

1985(S60) ・パークボランティア制度開始
・新宿御苑母と子の森開設 ・名水百選発表

1986(S61)
・阿蘇国立公園を阿蘇くじゅう国立公
園に名称変更

・野生生物課及び鳥獣保護
業務室設置
・日本版RDB作成に向けた
選定調査着手

・UJNR第14回専門部会（ワ
シントン）

・環境保全長期構想
・バブル景気（～1991年頃）
・知床原生林伐採問題

1987(S62) ・釧路湿原国立公園指定

・絶滅のおそれのある野生
動植物の譲渡等の規制等
に関する法律制定
・ワシントン条約第6回締約
国会議（日本への批判高ま
り）

・森林に関する基本構想
・「林業と自然保護に関する
検討委員会」発足

・第四次全国総合開発計画
閣議決定
・総合保養地域整備法（リ
ゾート法）制定
・新石垣空港問題

※総人口1億1,194万人 ：市部8,497万人(76％) 郡部2,697万人

※総人口1億2,105万人 ：市部9,289万人(77％) 郡部2,816万人

※GDP総額256兆円、GDP212万円

宇仁義和 東京農業大学オホーツクキャンパス

環境の半世紀で 
生息地の保全はどう変わったか 
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　　本日の内容 
１．環境の半世紀1972‒2022の概要 
２．公害/自然保護/環境問題の見取図 
３．生息地保全の図式 
４．提言のようなもの 
５．映像と記事の紹介 要旨データへ

雑駁放談御免 有時理解不十分説明
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自然環境行政五十年史 | 自然環境・生物多様性 | 環境省＞自然環境行政年表（～2021） 
https://www.env.go.jp/nature/history50th/index.html

１．環境の半世紀1972‒2022の概要

環境省のpdf（書き込み 3.5 MB ）を見ます



公害　　　自然保護　 環境問題
２．公害/自然保護/環境問題の見取図
年代 1950‒1970年代 1960‒1980年代 1970年代以降 
原因者 企業活動 国土開発 経済活動､工業国生活 
内容 大気汚染､水質汚濁 道路､伐採､投棄､米軍 ゴミと化学物質の排出 
結果 健康破壊､資源損傷 植生破壊､景観破壊 環境と体内での物質蓄積 
被害者 住民､農民漁民､従業員 愛好家､研究者 すべての生物と生息地 
対抗 住民運動､訴訟､一揆 市民運動､著作 生産使用廃棄削減､啓発､条約 
支援者 学者､医師､弁護士､政党 活動家､政党 研究者､研究機関､関連企業 
対策 規制罰則､改善奨励 とくになし 規制罰則､改善奨励､開発助成 
現状 国内ではほぼ消滅 原因完遂か中止で減少 排出停止後も進行中 
生息地 議論の対象外 美的景観的議論 原因物質に注目した議論



国土計画や経済影響力による下支え

公害認識の見取図

健康被害

誹謗中傷

原因企業
大気汚染

水質汚濁
死亡 後遺症

回復

資源崩壊労働
環境悪化

人権問題
多方面からの支援

弁護士、法学者、経済学者 
行政学者、科学者、医学研究
者、医師、病院、革新政党、
支援団体、活動家、教員 etc

大枠は 
保革対立図式 
企業vs住民 
経済vs生活

人間中心で生息地劣化の
視点は少なかった

労働問題

生息地滅失の 
工場用地の埋立は
課題にならず



自然保護問題の典型

自然破壊黒書 1, 2 
全国自然保護連合 
1974.5, 6

残土廃棄
レジャー開発と踏み荒らし

奥山伐採
ゴミ投棄

観光道路

悪いのは資本と遊興



経済的利益の確約 
新たな事業産業への挑戦 
幸福な生活を求める国民の要望 
規制の欠落

自然保護問題の見取図
景観破壊

運動､政治､言論

開発行為
生物多様性の 
低下

文化人の主観心性の発露 
生息地や生物多様性の 
保全の視点は少なくとも 

運動の非中心

現状改変

生息地の劣化
これらは議論の枠外 
そもそも未評価未計量

科学､研究､調査断絶
現状維持＝発言者の美意識の追求 現地調査からの社会的発言は少



それでも公害と自然保護に 
文化遺産を加え 

1970年代は「開発と保全」として 
包括的な議論が実現していた 

鍵概念は「住民」と「生活」だったか



ジュリスト 
開発と保全 
1976.7



一方、環境問題は住民の概念が使えない 
代えて市民や地球市民が登場したが 

1990年代以降は 
法制度や技術的解決が中心 
人間不在となっていった



ジュリスト 
環境問題の行方 
1999.5増刊



環境問題の見取図

原因特定が対策に直結しない難しさ

大気へ
分析測定技術が向上 
新たな危険性の発見継続 
見えない解決状態

化学物質
生産
使用
廃棄

栄養物質
健康被害 
オゾン層の破壊 
温暖化加速

陸水へ 海洋へ

地中へ
作物への影響 
健康被害

富栄養化 
飲用不適化 
飲料産業悪影響

河川湖沼 
地下水 マイクロプラスチック 

安定脂溶性物質生物濃縮
人間生物へ

この人間は客体
催奇性 
健康被害

催奇性 
経済被害

工業生活を送る人間は 
意図せずとも全員が 
直接間接の原因者



生息地や生物多様性の保全も環境問題と 
同様に法制度や技術的解決が中心 

住民は原因者あるいは現実に不在となる 
研究者専門家と担当当局だけの議論 
大多数の国民は知らず関与しない状態

３．生息地保全の図式



さらに専門化と断絶の深化

原因者
生息地

的外れ言説への対応 
議論まで行き着かない 
問題の結果としての専門化

外部都市部からは 
時に的外れな著名人のメディア発言 
動物愛護や動物権利主義者の乱入 
愛玩動物愛好家の威力増大

閉じた輪内部での技術論 
議論の相手は担当当局

大多数の生産生活
消費から隔絶した
場所での事象

３．生息地保全の図式

国土の3.5%に70%が居住 
農業地域でも森林や河川は
居住地区とは隔絶 

農業者漁業者も経済外生物
への関心は低い

土地所有者､外部利用者､不在地主 
占有利用者､「愛好家」

人口集中地区･地方居住地
生息地の減少→保護区・種の設定

→直接体験の減少､



日弁連の活動で「自然共有権」など保全活動の権利者の地位獲得は困難と判明している 
→裁判で負ける、裁判所の門前払い 

行政への働きかけ：場面に応じた個別的地域的な組織や団体の立ち上げ 
→結果は行政当局の予算人員やる気に左右される 

政治家との接触機会の拡大：幅広い代表制がある組織や団体の形成 
→与野党を問わず相手は職務内容で選択する 

誰がやるのか？ 
旧来の保護団体や対抗活動は低調、 
新たな仲介者や代弁者の出現に期待？

とるべき方策は４．提言のようなもの



日弁連の活動で「自然共有権」など保全活動の権利者の地位獲得は困難と判明している 
→裁判で負ける、裁判所の門前払い 

行政への働きかけ：場面に応じた個別的地域的な組織や団体の立ち上げ 
→結果は行政当局の予算人員やる気に左右される 

政治家との接触機会の拡大：幅広い代表制がある組織や団体の形成 
→与野党を問わず相手は職務内容で選択する 

誰がやるのか？ 
旧来の保護団体や対抗活動は低調、 
新たな仲介者や代弁者の出現に期待？

とるべき方策は４．提言のようなもの

広く参加可能な 
議論枠組みの形成では



５．映像と記事の紹介

現在の 
公害 
イメージ



あまりに貧困でアメリカ人の原爆観のよう 
人間がおらず身体的打撃が存在しない

現在の公害イメージ



1972 UN Conference on the Human Environment - YouTube　https://www.youtube.com/watch?v=jKaYPk5YnsU&t=199s　20′43″あたりで水俣病患者が登場 
1992 Rio Earth Summit Adverts - YouTube　https://www.youtube.com/watch?v=WQHw18u1YyI 
1992年リオ世界地球サミット - YouTube　https://www.youtube.com/watch?v=JYEqS1oHlwA 

日本の素顔　奇病のかげに　https://www2.nhk.or.jp/archives/movies/?id=D0009010071_00000 

『青空どろぼう』予告編　https://www.youtube.com/watch?v=guodzBCBE3w　四日市ぜんそく 

田子の浦など　汚染深刻化　https://www2.nhk.or.jp/archives/movies/?id=D0009030100_00000 

スモン、サリドマイド、森永ヒ素ミルク、カネミ油症　薬害を学ぼう｜厚生労働省　https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_yakugaiwomanabou.html　ビデオへのリンク 
映画「典子は、今」　https://www.youtube.com/watch?v=Eh-8MVOJ6Ig　本人主演の半記録映画 
森永ヒ素ミルク中毒事件　https://www2.nhk.or.jp/archives/movies/?id=D0009030014_00000 
“毒の油”は世代を超えて　カネミ油症事件　事件の涙　https://www.nhk.jp/p/ts/GP9LGJJN9N/episode/te/P85V546N5K/ 
ベトナム枯葉剤被害の終わらない現実を描くドキュメンタリー映画『失われた時の中で』予告編　閲覧注意！　https://www.youtube.com/watch?v=s_LVssGdp1c 
Satellite shows extent of terrible destruction to the planet - BBC - YouTube　https://www.youtube.com/watch?v=L9zWDtDKDS8 
パーム油の問題|森のために戦う|参加する　https://www.youtube.com/watch?v=LSumTLrJzdU 
How Is The Beef Industry Influencing Deforestation in the Amazon? | NowThis - YouTube　https://www.youtube.com/watch?v=3FjYSnO4hAI 
ヒッピーは世代を変える - Decades TV Network　https://www.youtube.com/watch?v=FJgwGxY37OE1 
知床伐採問題その後　https://nodaiweb.university.jp/muse/unisan/data/bassai/bassai.html 
フィールド紹介―知床　http://higuma1979.sakura.ne.jp/32field4.html　*知床伐採は映像が無く文章 

森の正直さ 知床の30年から見えてきたこと　https://www.tr.yamagata-u.ac.jp/archive/morinojikan/morinojikan117.pdf 

知床(しれとこ)原生の森を復元する運動の歴史 1　https://www.youtube.com/watch?v=_iK2TcLG70k 
長良川河口堰　公共事業は誰のものか Dailymotion　https://www.dailymotion.com/video/x3f074o 

「恵みの海」はいま 諫早開門訴訟、最高裁初判断に注目 https://www.youtube.com/watch?v=-chlK6lTKcM 

環境ホルモン［ためしてガッテン］　https://www.youtube.com/watch?v=eDYD1ojiWmI　2′57″‒3′59″ 疑問, 5′30″‒9′02″ 衝撃, 32′44″‒36′27″ 研究, 41′22″‒42′20″ 結論

環境の半世紀を共有する映像と記事 授業資料の転用です
公害の
実際



廃液たれ流し マッチ点けられない



探せばフルバー
ジョンの動画あり



おしまい
社会主義では何も解決できなかった　Soviet Anthem 1984 - YouTube　

https://www.youtube.com/watch?v=Th-Z6le3bHA 


